
 

 

トトピピッッククスス２２  動動きき出出ししたた「「みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム戦戦略略」」  
 
「みどりの⾷料システム戦略」(以下「みどり戦略」という。)の実現に向けて、令和4(2022)

年7⽉に「環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための環境負荷低減事業活動の促進
等に関する法律」(以下「みどりの⾷料システム法」という。)が施⾏されました。みどり
の⾷料システム法の下、全国各地で環境負荷の低減を図る取組が始動しています。 

以下では、みどり戦略の⽬指す姿とみどりの⾷料システム法に基づく制度の内容等につ
いて紹介します。 

 
((⾷⾷料料・・農農林林⽔⽔産産業業のの⽣⽣産産⼒⼒向向上上とと持持続続性性のの両両⽴⽴ををイイノノベベーーシショョンンでで実実現現))  
 みどり戦略は、⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベーションで実現
させるため、中⻑期的な観点から戦略的に取り組む政策⽅針です。 

みどり戦略では、令和32(2050)年までに⽬指す姿として、農林⽔産業のCO2ゼロエミッ
ション化の実現、化学農薬使⽤量(リスク換算)の50%低減、化学肥料使⽤量の30%低減、
耕地⾯積に占める有機農業の取組⾯積の割合を25%に拡⼤等、14の数値⽬標(KPI1)を掲げ
ています。また、その実現のためには、調達から⽣産、加
⼯・流通、消費までの各段階での課題の解決に向けた⾏動
変容、既存技術の普及、⾰新的な技術・⽣産体系の開発と
社会実装を、時間軸をもって進めていくことが重要です。
みどり戦略では、従来の施策の延⻑ではない形で、各段階
における環境負荷の低減と労働安全性・労働⽣産性の⼤幅
な向上をイノベーションにより実現していくための道筋を
⽰しています。 

 
((みみどどりり戦戦略略のの実実現現にに向向けけててKKPPII  22003300年年⽬⽬標標をを設設定定))  

農林⽔産省は、令和4(2022)年6⽉に、みどり
戦略に掲げる令和32(2050)年の⽬指す姿の実
現に向けて、中間⽬標として新たにKPI 2030年
⽬標を設定しました(図図表表  トトピピ22--11)。 

このうち、温室効果ガス2削減の分野では、園
芸施設について、令和12(2030)年までに、加温
⾯積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合
を50%とすること等を⽬指しています。 

また、環境保全の分野では、化学肥料につい
て、⼟壌診断等やデータを活⽤した省⼒・適正
施肥といった施肥の効率化・スマート化の推進
や、畜産業由来の堆肥や下⽔汚泥資源の肥料利
⽤を推進し、令和12(2030)年までに、化学肥料
使⽤量を20%低減すること等を⽬標としてい
ます。 

 
1 Key Performance Indicatorの略であり、重要業績評価指標のこと 
2 ⽤語の解説(1)を参照 

図表 トピ2-1 中間⽬標として新たに設定 
されたKPI 2030年⽬標 

資料：農林⽔産省作成 
 注：みどり戦略のKPIと⽬標設定状況の詳細については図表

2-9-3を参照 
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ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において⼈⼯種苗⽐率13％実現
養⿂飼料の64%を配合飼料給餌に転換

温
室
効
果
ガ
ス
削
減

農林⽔産業のCO2排出量10.6%削減

農林業機械・漁船の電化・⽔素化等技術の確⽴
(1)既に実⽤化されている化⽯燃料使⽤量削減に資する

電動草刈機、⾃動操舵システムの普及率50%を実現
(2)林業機械の使⽤環境に応じた条件での技術実証⼜は実運転条
件下でのプロトタイプ実証

(3)⼩型沿岸漁船による試験操業を実施

加温⾯積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合50%を実現

環
境
保
全

化学農薬使⽤量(リスク換算)10％低減

化学肥料使⽤量20％低減

みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム戦戦略略  
トトッッププペペーージジ  

URL：https://www.maff.go.jp/j/kanbo 
/kankyo/seisaku/midori/index.html 
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((みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム法法がが施施⾏⾏))  
みどり戦略を実現するための法制度である「みどりの⾷料システム法」が令和4(2022)

年7⽉に施⾏されました。みどりの⾷料システム法は、みどり戦略の実現に向けた基本理
念等を定めるとともに、環境負荷の低減に取り組む者の事業計画を認定し、税制特例や融
資制度等の⽀援措置を講ずるものです。 

同年9⽉、農林⽔産省は、みどりの⾷料システム法に基づく国の基本⽅針、制度の対象
となる事業活動を定める告⽰を制定・公表し、制度の運⽤を開始しました。市町村及び都
道府県においては、基本⽅針に基づき、環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画を
作成することが可能であり、令和5(2023)年3⽉末までに全都道府県で基本計画が公表され
ました。また、環境負荷の低減に役⽴つ機械や資材の⽣産・販売、研究開発、⾷品製造等
を⾏う事業者においては、基本⽅針に基づき、基盤確⽴事業実施計画を作成し、国の認定
を受ける仕組みとなっており、同年3⽉末時点では33の事業計画が認定されています。特
に化学肥料・化学農薬の使⽤低減に取り組む⽣産者等がみどりの⾷料システム法に基づく
計画の認定を受けて設備投資を⾏う場合に、導⼊当初の所得税・法⼈税を軽減する措置を
講ずることとしています。 

農林⽔産省では、こうした⽀援措置の活⽤等を通じて、⽣産現場での環境負荷の低減を
促進するとともに、みどりの⾷料システム法に掲げた基本理念、国が講ずべき施策に沿っ
て、みどり戦略の実現に向けた各般の施策を進めていくこととしています。 
 

 
 
→第2章第9節のほか、第1章第4節、第1章第6節、第2章第6節、第2章第8節及び第2章第10

節を参照 

 
滋賀県は、県内全19市町と共同で「滋賀県みどりの⾷料システ

ム基本計画」(以下「滋賀県基本計画」という。)を作成し、令和
4(2022)年10⽉に全国で初めて公表しました。 

滋賀県基本計画は、化学肥料・化学農薬の使⽤低減を⾏い、知
事の認証を受けた「環境こだわり農産物」(⽶)の作付⾯積割合を
令和4(2022)年度に50％以上とすることや、オーガニック農業取組
⾯積を令和8(2026)年度までに500haとすること等を⽬標に掲げま
した。 

令和4(2022)年11⽉から、化学肥料・化学農薬の使⽤低減等、環
境負荷の低減に取り組む農業者は、滋賀県基本計画に基づき知事
の認定を受けることが可能となり、同年11⽉には有機農業の拡⼤
に取り組む農業者2名の実施計画が全国で初めて認定されました。

同県では、滋賀県基本計画に基づき、化学肥料・化学農薬の使
⽤の低減や琵琶

び わ
湖

こ
の環境負荷に配慮した「環境こだわり農業」の

拡⼤を図るとともに、有機農業の取組⾯積の拡⼤、スマート農業＊

等の活⽤、飲⾷店や事業所⾷堂等での活⽤を通じた消費拡⼤等を
推進することとしています。 

 
＊ ⽤語の解説(1)を参照 

環環境境ここだだわわりり農農産産物物のの栽栽培培圃圃場場  
資料：滋賀県 

 

((事事例例))  全全国国にに先先駆駆けけてて、、みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム基基本本計計画画をを作作成成((滋滋賀賀県県))  
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